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研究成果の概要（和文）：自由貿易が国内政治過程において支持されるメカニズムを、国際的な世論調査のデー
タとインターネットを用いて日本、韓国、アメリカ、メキシコ、ドイツ、イタリア、ラトビア、エストニアで行
ったサーベイ実験データを分析し､解明を試みた。そこでは、自由貿易のもたらす雇用不安に対処する社会保障
を手厚くすることが自由貿易を国内政治において受け入れさせる条件であるとする「埋め込まれた自由主義」仮
説に対して、貿易自体がもたらす消費者利益認知と国際政治経済における安全保障意識が自由貿易支持に重要な
影響を与えることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：We have studied how free trade policy would be supported domestically, by 
analyzing the international survey data as well as conducting originally designed survey experiments
 in selected countries: Japan, Korea, US, Mexico, Germany, Italy, Latvia and Estonia.  We found two 
important mechanisms to increase support for free trade among people, recognition of consumer 
benefits and national security concerns. Our finding sheds new lights on the "embedded liberalism" 
hypothesis emphasizing employment concerns and compensation policy.

研究分野： 政治学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
第2次世界大戦後の世界経済の繁栄を可能にした自由貿易体制が急速に揺らいできた。ヨーロッパやアメリカに
おいて自由貿易への反発はかつてない高まりを見せている。一方、TPPをはじめ自由貿易体制を再構築する試み
も続いている。今後、国際的な自由貿易体制が維持されるか否かは、単に国家間の外交交渉によるのではなく、
まさに各国内において自由貿易政策が支持されるか否かによる。本研究は、国民の間で自由貿易体制が支持され
る条件を国際的な世論調査データにとどまらず最新のサーベイ実験手法を用いて分析し、自由貿易体制が存続し
うる可能性を明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（1）代表者は、2008 年から基盤研究（A）「グローバル化と国内政治」を組織して以来、有
権者が、貿易自由化を含むグローバル化にどのような態度をとるかを明らかにするために
サーベイ実験を行い、自由貿易に対する人々の態度が、それがもたらす分配的な帰結、とり
わけ雇用や所得といった職に関わる「生産者としての利益」のみによって決まるわけではな
く、消費者としての利益、個々人の個別的(pocket book)利益ではない自由貿易がもたらす社
会的（socio-tropic）利益の認識、さらには安全保障政策など経済政策とは直接関わらない問
題に対する態度形成の影響を強く受ける事を示す興味深いものであり、その成果を内外の
学会や国際学術誌において公表してきた。 
（2）今回これらミクロレベルの研究を「戦後世界において如何に自由貿易体制が安定的な
国内基盤を得たのか」というマクロな問いに結びつけることを目指した。ジョン･ラギーの
「埋め込まれた自由主義」仮説は、戦後の自由貿易体制は、その体制の構成国において貿易
から生じる様々な分配上の不利益を「補償」し「緩和」するような福祉政策や経済政策がと
られることで政治的に安定したことを主張し通説的な位置を占めてきた。我々は、埋め込ま
れた自由主義のミクロ的基礎について、人々の貿易政策に関する態度形成に焦点を当てて
分析し、「埋め込まれた自由主義」を補完あるいは代替するような国内政治メカニズムを解
明することを目指した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、第二次世界大戦後の国際的自由貿易体制を支えてきた国内政治システムの特徴
とその変容を、計量分析、歴史事例分析、そしてサーベイ実験を体系的に組み合わせて解明
することを目指した。そこでの具体的研究目的は以下の 3 点であった。 
（1）計量分析による「埋め込まれた自由主義」定着と変容の趨勢解明 
（2）比較歴史分析による「埋め込まれた自由主義」定着と変容の過程追跡 
（3）サーベイデータ分析とサーベイ実験による「埋め込まれた自由主義」定着と変容のミ
クロ過程の解明 
 
３．研究の方法 
（1）戦後の国際的自由貿易体制の安定を、対外開放政策と介入的国内経済政策の組み合わ
せに求めた「埋め込まれた自由主義」仮説を踏まえ、そのような体制が先進国においてどの
ように定着し変容してきたかを OECD 諸国の時系列・クロスセクションデータの計量分析
により検証する。 
（2）戦後の埋め込まれた自由主義体制に遅れて組み込まれた､日本、イタリア、メキシコ、
エストニアについて歴史資料を用いた質的分析を行う。 
（3）この定着と変容のミクロ的基礎を ISSP に蓄積されている国際的サーベイ調査データ
を用いて解明する。 
（4）国際的自由貿易体制への組こまれの時期に差がある、日本、韓国、アメリカ、メキシ
コ、ドイツ、イタリア、エストニア、ラトビアを対象にサーベイ実験データを構築し､自由
貿易を支持するメカニズムにつき分析を行う。 
 
４．研究成果 
以下では、本研究の主要な知見を記載する。 
（1）自由主義的通商政策の推移 
自由貿易政策の受容を見るためには、まず、各国がどの程度自由主義的な通商政策を採用してき
たかをマクロに確認しておく必要がある。そこで、通商政策の実態についての総合指標に注目
し，かつ複数の指標を合成することで，各国の貿易自由化の程度を捉えることとした。利用
したものは、カナダのフレーザー研究所、アメリカのヘリテージ財団が作成したクロスセク

ションタイムシリーズデータセットである。それらを
因子分析を行い第一因子について各国各年の因子得点
を算出し，貿易自由化の指標とした．各国の値をプロ
ットして全体の傾向線とその 95％信頼区間を描いた
ものが図 1 である。縦軸のプラス方向が自由化が高い
ことを示している。傾向的にはこの時期に自由化のトレ
ンドを見ることが出来るが、90年代後半から国ごとの自
由化の度合いの違いが減少したのに対して 2010 年代に
は再び国別の自由化の違いが拡大している。我々の関心
は、このような国別のバリエーションを説明することに
ある。 
 

 
（2）埋め込まれた自由主義仮説の検証 
この仮説は、自由貿易の受容の度合いはその国において福祉政策がどの程度拡充しているかに
よると主張する。この仮説を検証するべく、ISSPの National Identity Survey(2003,2013)にあ



る自由貿易支持を聞いた質問と自
国の社会保障施策を誇れるかを聞
いた質問を用いた分析を行った。
その結果が図 2 である。縦軸が社
会保障施策への誇り横軸が自由貿
易支持であり、数値が小さい方が
誇り、支持を示している。ここから
は、埋め込まれた自由主義仮説と
異なり、社会福祉施策と自由貿易
受容には明示的な関連がないこと
が示される。 
 
（3）消費者刺激の効果 

埋め込まれた自由主義仮説は、自

由貿易の結果もたらされる貿易に

よって侵害される雇用や労働条件に関わる「生産者の利益」への政府による「補償」が、人々

の自由貿易への支持を支えると考えられてきた。このような生産者利益の侵害認識が、保護

主義的態度を強化することは先行研究で指摘されてきた。しかし、現実の世界では、人々は

そのような生産者利益侵害認識とともに自由貿易がもたらす消費者利益認識を同時に持つ。

果たして、これあの認識はどちらが大きな

効果を持つのか。日本におけるサーベイ実

験データの分析から、消費者刺激は生産者

刺激による自由貿易に反対させる効果を消

滅させることが示された（図 3）。ここでは、

自由貿易の望ましさに同意するかを聞いて

いる。グループ E は､刺激を与えなかった統

制群である。A では消費者意識を喚起 B で

は雇用への影響を喚起している。前者では

自由貿易支持が高まり、後者では低下する

という先行研究と一貫した結果である。し

かし、D と E では二つの刺激を順序を逆に

両方与えている。その結果、雇用意識を喚起することが自由貿易へ反対を促す効果は消費者

意識喚起で消滅する。日常での消費生活は、自由貿易を支持させる継続的な効果を持つこと

を示唆する結果であった。これは、埋め込まれた自由主義の前提である生産者利益の侵害に

よる反自由貿易的態度は、社会保障施策などによらずとも日常的な消費生活のなかで緩和

されることを示す。 
 
（4）安全保障への関心 
埋め込まれた自由主義が想定する自由貿易支持創出メカニズムとは異なるもう一つのメカ

ニズムが、安全保障への関心である。先行研究では、安全保障の利害を共有する同盟国間で

は自由貿易協定が締結されやすいという知見が提示されてきた。これは主として、政治指導

者間の外交戦略上の帰結を想定している。しかし、このメカニズムは一般市民レベルで働い

ている可能性がある。我々のサーベイ実験では、イタリア、メキシコ、ラトビアにおいては

経済成長著しい中国の脅威を意識させた場合、自由貿易協定への支持が高まる。他方、アメ

リカ、ドイツ、エストニアではそのような効果は有意には観察されなかった。自由貿易体制

にすでに組み込まれ、その便益を受けてきた国ではこのメカニズムが働きにくい可能性が

考えられる。我々の比較歴史分析はこの解釈を支持する傾向が示された。 
 

以上見てきたように、本研究において、「埋め込まれた自由主義」仮説が想定するものとは異な

る自由貿易支持メカニズムの存在が確認され、貿易政治の新しい理解が提示された。 
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